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１.　はじめに
　M&Aにみられる現代のビジネスモデル
において、財務情報利用者の関心が取引
ベースの利益情報から企業の富の増減に重
点が移行したとする財務報告の質的変化の
背景が指摘されている。それに応えるべく
企業会計における概念フレームワークの基
礎となる会計観が収益費用アプローチから
資産負債アプローチに転換したと言われて
久しい。そのパラダイムの転換により、資
産・負債の計算要素をコアとする計算シス
テムへの移行においては、必然的に期末に
おける資産・負債の測定の問題が重要な会
計上の課題となってくる。
　営利企業の財務報告のための測定に関
するフレームワークにおける測定モデル
としては、一般に、①混合測定属性モデ
ル（multiplemeasurement attributes
model）と②単一測定属性モデル（single
measurementattributemodel）の 2 つの
カテゴリーが提案されている。
　これまで、財務報告における測定の問
題に関する関連諸団体が公表した各種レ
ポートに注目が集まる中で、前者①の測定
モデルを合理的とする提言としては、イ
ングランド・ウェールズ勅許会計士協会
（Institute ofCharteredAccountants in
EnglandandWales：ICAEW）による「財
務報告における測定－より良き市場に導
くための情報（Measurement inFinancial
Reporting-InformationforBetterMarkets
Initiative）」（2006 年公表）が注目されて
いる 1）。
　それに対して、本稿では、後者②の測定
モデルの立場に立つカナダ勅許会計士協
会（Canadian Institute of Chartered
Accountants：CICA） か ら の 提 言「 営
営利企業の財務報告のための測定に関する
フレームワーク
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利企業の財務報告のための測定に関す
るフレームワークに向けて（Towarda
MeasurementFramework forFinancial
ReportingbyProfit-OrientedEntities）」
（2012 年公表）（以下、「CICAからの提言」
と記す）を取り上げ、その見解の特徴とそ
こで提案されている主な論点を整理し、そ
の問題点や課題について検討する。
　それにより営利企業の財務報告のための
測定に関するフレームワークにおける測定
モデルの選択について理論的な比較可能性
を高め、財務報告における測定問題の方向
性について明らかにするための一考察とな
ることが本稿のターゲットである。
キーワード：資産負債アプローチ，混合測
定属性モデル，単一測定属性モデル，目的
適合性、表現の忠実性、現在市場価値、公
正価値、CICA、IFRS
２.　「CICA からの提言」の基本的
見解
　「CICA からの提言」は、その冒頭で、
市場価値（marketvalue）が財務報告の測
定理論において重要な役割を果たすと期待
されるべきであると述べ、また、市場価値
以外の測定基礎（measurementbases）は、
当該市場価値の代用品（substitute）とし
ての存在意義は認められるものの、財務報
告の測定においてそれ以上の役割をもつも
のではないとしているところに特徴がある
（CICA,Abstract,i）。
　このような思考は、国際財務報告基
準（International Financial Reporting
Standards: IFRS）2）や Barth 3）等の見解
にもみられるものであり、先の ICAEWの
見解に近いWhittington 4）は、単一測定属
性モデルの特徴について、その理論的基礎
として、完全競争市場が根底にあり、市場
価格は、すべての資産、負債について観察
可能で、完全に事情に精通している取引当
事者間の期待キャッシュ・フローを反映す
る完全な競争均衡状態を想定した上での測
定モデルであると述べている（Whittington
[2010],p.106）。
　「CICA からの提言」では、図 1 に表さ
れるように、自由な競争市場において活
動する営利企業に対して、当該企業活動の
成功あるいは失敗は、競争的な市場の力に
よって決定される価格により資産や負債を
取得し、その市場において最終的に実現さ
れる付加的経済価値（additionaleconomic
value）を作り出すための営業活動、投資
活動、財務活動における当該資産・負債の
運用能力によって決まると定義している
（CICA,Summary,vii）。
　それゆえ、財務報告における測定の目
的は、企業の経済価値（economicvalue）
の創出がいつ認識されるべきかの決定に
依存することになると述べ、その際に
は、財務報告の概念フレームワークにお
ける質的特性である忠実な表現（faithful
representation）5）を可能とする現在市場
（図 1）企業活動における経済価値創出プロセ
ス（CICA, para.33）
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価値（currentmarketvalue）6）をもって
企業はアウトプットを達成しなければなら
ないこと、また、企業は市場価値を源泉と
する財やサービスを創出しなければならな
いことの 2 つの条件が財務報告において
満たされなければならないと述べている
（CICA,Abstract,i）。
　このように、「CICA からの提言」は、
理論的に市場価値を単一の測定属性と位置
付けるモデルを合理的とする。それは、財
務報告の目的を企業による時点的富の創出
の認識、換言すれば企業価値の測定をその
目的として設定し、その会計的仕組みとし
て必然的に資産負債アプローチを採用する
ことを基礎とする測定モデルであると理解
することができる。
　「CICA からの提言」では、その序文に
おいて、これまでの会計上の測定理論の議
論の中での問題点として、市場価格理論及
びその証明の開発、確率の理論やリスクマ
ネジメント、現在価値の諸原則等について
の含意が不足していたことをあげ、当該提
言は、測定に関するフレームワークの構築
において、不足していたそれら開発と含意
を取り入れることを試みる１つの提案であ
ると述べている（CICA,Preface,v）。
　そして、以下でみる、財務報告における
資産と負債に対する測定のフレームワーク
を構築する際に留意すべき 6つの原則を、
営業活動、投資活動、財務活動のそれぞれ
における資産と負債の測定に係るかたちで
示している（CICA,para.32）。
３.　営業活動上の資産の測定に係
る 2つの原則
（1） 資産の測定に関する 2 つの原則
　「CICA からの提言」で示される営業
活動上の資産の測定に関する 2 つの原則
の 1 つ目（原則 1）は、キャッシュ生成
過 程（cash-generatingprocess） に よ り
創出される経済的価値、換言すると収益
（revenue）の認識と測定のための一般原則
であり、2 つ目（原則 2）は、インプット
資産の測定に係る一般原則である（CICA,
para.35）。
　原則 1は、その下での収益認識はキャッ
シュ生成過程で生み出されたアウトプッ
トに関する忠実な表現を実現可能にする市
場価値による達成として報告することが求
められているとしている点に特徴がある
（Ibid.）。
　原則 2 は、インプット資産の取引当初
の取得市場における現在価格（current
price）、すなわち、取得原価で測定するこ
と、ただし、市場においてそのような価格
が入手できないなど表現の忠実性を写像で
きない状況がある場合には、最も目的適合
的な代替の測定値を用いることとしている
（Ibid.）。
　特に、原則 1において、キャッシュ生成
過程により創出される経済的価値に着目す
るのは、基礎的枠組みとして、IFRS に代
表される投資意思決定のための財務報告
に対する情報利用者のニーズを将来キャッ
シュ・フローの予測におくとする財務報告
の目的設定に符合したものであり、本提言
における会計測定の目的が利害調整目的を
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主眼とするものではなく、投資意思決定を
第一義とした情報としての有用性にあるこ
とを示すものとみることができる 7）。
（2）原則 1 について
　原則 1は、キャッシュ生成過程において
創出された市場価値は、そのプロセスが
表現の忠実性の実現を可能とする現在市場
価値に基づくアウトプットで達成されたと
き、そして、アウトプットの市場価値の源
泉である財やサービスで生成されたときに
認識されなければならないことを規定した
ものである（CICA,para.37）。
　発生主義会計の目的は、そのようなプロ
セスの結果を現金で受け取るまで待つので
はなく、原理的には、市場価値を創出する
活動が行われたと同時に描写することであ
る。
　「CICA からの提言」は、原則 1 は、次
の 2つの条件を満たすことにより達成する
ことができるという。
　その 1 つが、企業のキャッシュ生成過
程は、忠実な表現を可能にする現在市場
価値に基づくアウトプットを達成するこ
と、2つ目が、アウトプットの市場価値は
企業により実現されたキャッシュ同等物
（cashequivalents）を表していることであ
る（CICA,para.38）。
　したがって、アウトプットの生まれる瞬
間は、経済価値の創出を認識する上で重要
な出来事であるとする。
　しかしながら、この重要な事象を特定す
るには 3つの問題があると述べる。
　具体的には、①実行可能な表現の忠実
性（practicableoffaithfulrepresentation）
の意味が IASB の概念フレームワーク
（IASBConceptualFramework）の質的
特性（qualitativecharacteristics）に対し
て明確に正当化される必要があること、②
本提言で定義された現在市場価値が原則 1
の中に盛り込まれる必要があること、最後
に、③資産の形態の違いによりアウトプッ
トの市場価値の生成条件やそれら資産の継
続的測定に対する考慮が必要となる点であ
る（Ibid.）。
　上記①に関しては、概念フレームワーク
の質的特性は原則論の観点から規定された
ものであるのに対して、それを実際に適用
する場合の現実の環境との調和の中で実行
された表現の忠実性が合理性を有する許容
範囲内のものであるかがテストされなけれ
ばならないのは、原則と細則の有意的関係
性を確保・維持する上で不可欠といえる。
　③も同様に、例えば、備品市場と不動産
市場の違いなど、資産の種類により対応す
る市場特性は異なる部分があるのは通例で
あり、制度的実行可能性を思料すればその
違いからくる影響は当然考慮されなければ
ならないと考えられる。
　さらに、②についても、ときに論者によ
り多様に定義される現在市場価値を特定
することは測定値の単一性を指向するアプ
ローチにおいて避けて通れない重要なテー
マであるといえる。
　先の 2つ目の条件は、キャッシュ生成過
程は、達成されたアウトプットの市場価
値の源である財又はサービスを創出するプ
ロセスでなければならないという点である
（Ibid.）。
　しかし、アウトプットの市場価値の稼得
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は重要であるので、収益認識の条件を整え
るだけでは十分ではないという。なぜなら、
企業は、基礎となる財又はサービスの創出
の前にアウトプットの市場価値の増加を達
成するかもしれないからである。この場合、
企業が財又はサービスを履行する債務を適
切に計上しなければならないが、その結果、
債務の履行が行われるまでキャッシュ生成
過程に基づく収益計上は行われないことと
なる（Ibid.）。
　このような主張からは、例えば、資産負
債アプローチを基礎とする工事進行基準に
よる収益認識における会計的構造の仕組み
に見て取れる。その特徴は、従来の収益費
用アプローチにおける実現の要件に照らし
ての収益計上から資産負債の要素を基礎と
する取引フローの意識ではなく、時点的な
収益認識への計算構造に係るパラダイムの
転換として理解することができる。
（3） 原則 2 について
　上述の原則 1から考えると、インプット
資産の測定においては、企業のキャッシュ
生成過程が未達成であることから期待価値
（anticipatevalue）を付すべきではないと
考えられる。
　そこで、原則 2として、インプット資産
の測定においては、当該資産を取得した市
場における現在価値で測定されるべきであ
るとする。そして、そのような価格では、
財務報告において、実現可能な表現の忠実
性を満たせないときには、それを可能とす
る最も目的適合的な代替値により測定する
べきであるとする（CICA,para.50）。
　この原則 2は、次の 4つの提案を反映し
たものと述べる。その 1つは、アウトプッ
ト資産も含む包括的な合理的測定基礎は現
在市場価値であること、2つに、インプッ
ト資産にとって適当な市場は企業により取
得された資産が属する市場であること、3
つに、他の測定基礎は、現在市場価値が表
現の忠実性を写像できないと判断された場
合に適用されるものなので、表現の忠実性
の実現可能性の判断が重要な指針的役割を
もつと思われること、最後に、4つ目とし
ては、現在市場価値やその代替値の変化は、
直ちに損益計算書において報告されなけれ
ばならないとしている（CICA,para.52）。
　そして、現在市場価値が表現の忠実性を
写像できる場合、資産の測定に関する上記
原則 1と原則 2は、発生する収益をタイム
リーに市場価値で測定し、価値の増減を損
益計算に反映できると述べている（Ibid.）。
　すなわち、1会計期間のキャッシュ生成
過程として報告される損益は、認識された
アウトプットの現在市場価値と当該アウト
プット獲得に貢献したインプットの現在市
場価値のマッチングにより算定されるとす
る（Ibid.）。
　ただし、ここでのマッチングの意味は、
価値と価値との対応を意味し、収益費用ア
プローチにおける収益と費用の期間的対応
概念を基礎とするものではない点に留意し
なければならない。それゆえ、そこには、
損益計算における従来の損益計算書の区分
式ではない、IASB での議論にも登場する
集約的な 1区分式損益計算の思考も生まれ
る論理的素地があるといえる。
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４.　営業活動上の負債の測定に係
る 2つの原則
（1）負債の測定に関する 2 つの原則
　次に、「CICA からの提言」で示される
営業活動上の負債の測定に係る 2つの原則
を取り上げる。
　まず、1 つ目（原則 3）は、営業活動上
の負債は、当該負債が発行された又は発
生した市場における現在価格で測定されな
ければならないこと、もし、その価格が入
手できないなどで当該測定値により直接的
に表現の忠実性が写像できない状況を有す
る場合には最も目的適合的な次善の代替
値で測定しなければならないとしている
（CICA,para.93）。
　そして、2 つ目（原則 4）は、営業活動
上の負債が原則 3による測定より低い価格
で満期前に早期決済される場合には、もし、
その価格が取引コスト以外の企業にとって
の追加コストなしに成立し、それによって
も表現の忠実性の写像が可能であるのな
らば、当該市場における現在価格で測定
されなければならないとしている（CICA,
para.101）。
（2）原則 3 について
　営業活動上の負債には、取得したイン
プット資産に対する負債額や、例えば、従
業員の年金、契約上の義務ではない環境の
復元のための将来消費、訴訟の結果に伴う
賠償負担のような現在の活動に起因する
将来支出等に対する引当金を含んでいる
（CICA,para.94）。
　これらの現在市場価値は、法的負債のよ
うに、契約上あるいは一定の条項に基づ
いて、それぞれの負債により相違する特定
の期間やリスクに従い取引先に当該義務を
現金で支払うか又はサービスを提供するこ
とを約束する市場で測定される一方、法的
義務ではない将来環境復元コストのような
場合でもそれが社会的に強制可能であると
すれば当該将来支出の経済的価値は当該取
引の実際の市場における現在市場価値と等
価であり、それを基礎に貨幣の時間価値を
考慮して測定されるべきであるとしている
（Ibid.）。
　このようなケース、すなわち、リアルな
現在市場価値を入手できない場合は、その
代替値を用いることを適当であるとしてい
る点で先の資産の測定に係る原則の場合と
首尾一貫しているといえる。
（3）原則 4 について
　原則 4は、企業が上記原則 3の場合のよ
うな取引先との契約等に基づき決済市場に
おいて締結する額よりも低い価格で決済す
ることを想定したものである。例えば、保
険業者による第三者市場において顧客に対
する保証履行債務を決済することができる
場合もあるからである（CICA,para.102）。
　とはいえ、第三者による決済のための市
場価格はその適用に限界があるとする。な
ぜならば、そのような営業活動上の負債
に対して表現の忠実性を写像できない可
能性が存在すること、そして、債権者か
ら、その時点ではまだ受け入れ保証が得ら
れていない第三者への負債の移転の承認を
受けなければならないからである（CICA,
para.104）。
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　このようなケースにおいては、負債ごと
のリスク程度や第三者の介在による不確実
性の増加に伴い、より複雑な会計的測定を
求められることが予想され、それを実際の
決済前に評価していくことは簡単な作業と
はいえないと考えられる。よって、それは、
単一測定属性モデルの合理的な負債測定の
探究の中で実践上の課題となるものと思わ
れる。
５.　投資と財務活動上の資産と負
債の測定に係る原則
（1）投資と財務活動上の資産と負債の特徴
　「CICA からの提言」において、投資と
財務活動上の資産と負債は、営業活動上の
キャッシュ生成過程と異なり、その一部で
はないと定義する（CICA,para.107）。
　すなわち、それらはむしろ、利子や配当
市場価値の変化から生じるリターンやコ
ストの創出を期待して取得または発生した
それぞれ独立した存在であり、よって、投
資と財務活動上の資産と負債は、その決済
の意思決定過程に依拠し、経営活動上のそ
れらとは異なり、事業活動における地道な
キャッシュ生成過程を通じて価値が付加さ
れるものではないという点で異なっている
とする（Ibid.）。
　それゆえ、「CICA からの提言」では、
これらに対する測定の原則は別途示すこと
が有効であるとして、原則 5を提示してい
る。
（2）原則 5 について
　「CICA からの提言」では、投資と財務
活動上の資産と負債は、それらが取得ある
いは発行された市場における現在価格で測
定されなければならないとする。もし、そ
れが想定を超える市場の混乱による入手困
難等の理由で表現の忠実性を写像すること
ができないと判断される場合には最も適切
な代替値に基づいて測定されなければなら
ないとする（CICA,para.108）。
　投資と財務活動上の資産と負債の市場
は、報告企業の観点から、入口市場と出口
市場（entryandexitmarket）の両立す
る市場であることから、原則 2 そして原
則 3と同様信頼できるインプット市場の価
格に注目するという点から共通の用語で原
則 5を組み立てることが可能であるという
（CICA,para.109）。
　そのことから、「CICAからの提言」は、
基本的には、投資と財務活動上の資産と負
債の測定に関しても現在市場価値をベース
とする測定原理を適用することが可能であ
るという立場に立つことを明確にしている
と理解することができる。
　しかしながら、留意点として、「CICA
からの提言」では、企業は、営業活動上の
資産・負債ではないものに対して、原則 1
あるいは原則 4 の条件を満たしたとして
も、それを取得又は発行した市場以外にお
いてトレーディング・アップにより利益を
得ることができるとの期待を前提に測定す
べきではないとする（Ibid.）。
　その理由は、測定対象資産・負債の属す
る市場における取引ベースの通常の価格形
成を前提とした客観的な
4 4 4 4
測定値の適用を合
理的とする判断によるものと考えられる。
　それをふまえて、「CICAからの提言」は、
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選択される具体的な測定値として、前述の
ように、原則 5は、提案された原則 2と原
則 3 と基礎的枠組みが一致しているので、
同じく現在市場価値の適用が最も合理的と
している（CICA,para.110）。
　とは言え、特定の重要な投資と財務
活動上の資産と負債にとって償却原価
（amortizedcost）が著しく目的適合的であ
るとの理解が少なからず存在しており、確
信的にそれを支持する意見は、例えば、公
正価値と償却原価の比較の形で徹底的に
テストするようなアプローチによる研究
のメインテーマとなっている現状がある
（Ibid.）。
　その状況の中で、「CICAからの提言」は、
表現の忠実性を満たす写像にとり、償却原
価が現在市場価値を上回る目的適合性をも
つという見解を絶対的には支持していない
（CICA,para.111）。
　この主張は、償却原価はあくまで現在市
場価値の代替値として位置づけられるもの
であるという立場を示したものととらえる
ことができる。
６.　減損の測定に係る原則
（1）インプット資産の測定－減損会計の適
用
　事業用固定資産のようなインプット資
産の本質的な特性は、そこから期待され
る将来の経済的利益（expectedfuture
economicbenefits）を具現化することであ
る。したがって、その特性を失った資産は
減損会計を適用して回収可能額まで減額し
なければならない（CICA,para.114）。
　そして、その評価は 2つのレベルで行わ
れると述べ、初めに、個々のインプット資
産のレベルで、次に、1つのユニット全体
としてのキャッシュ生成のレベルで行われ
るとする（CICA,para.115）。
　このような 2段階レベルでの評価は、現
在の減損会計基準でも踏襲されているもの
で目新しいものではないが、「CICA から
の提言」では、1つ目の個々の資産レベル
での測定に際して、次のような 2つの提言
を行っている。
（i）将来のキャッシュ・インフローに寄与
するインプット資産の能力のいかなる変
化も反映する当該購入市場の現在市場価値
により測定されるべきであること（CICA,
para.116）。
（ii）しかしながら、入手困難性などで信
頼できる現在市場価値が得られない場合に
は、表現の忠実性を写像するために最も目
的適合的な代替値を用いることが適当であ
ること（CICA,para.117）。
　その 2 つの提言の一方で、将来キャッ
シュ・インフローの生成に寄与する現在の
能力が取得原価を基礎とする簿価未満で評
価されることに問題があると考える見解の
存在も指摘している（CICA,para.118）。
　そのような見解に対しては、評価対象と
なるインプット資産のタイプにより異なる
測定値を適用することで期待される将来の
経済的利益を獲得する当該インプット資産
の能力をより適切に表現できると述べてい
る（Ibid.）。
　具体的には、①設備や機械装置のような
償却性有形固定資産、②原則 1の下で収益
認識を行うことが許されていない製品等棚
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卸資産、そして、③ソフトウェアや研究開
発費のような自家建設無形資産である。
　上記①のインプット資産は、その使用に
よりキャッシュの生成能力は物理的・技
術的に減価していくのに対して、②のイン
プット資産は、現在の見積正味売却価格
（current estimatednet salesproceeds）
の範囲まで将来キャッシュ・フローの生成
に貢献する能力をもつものの通常それは簿
価未満である。また、③のインプット資産
に関しては、将来キャッシュ・フローの生
成に貢献する能力を表現の忠実性を写像す
る観点で測定することは難しい（Ibid.）。
　しかし、それを乗り越え実践するための
努力は継続しなければならないが現実とし
て適正な評価が困難なものはオンバランス
できないとしている（Ibid.）。
　一括ではなく、個別に資産の特性やその
属する市場の有り様により現在市場価値の
測定可能性を追求する考え方は、やはり制
度的に実践可能な単一測定属性モデルを指
向するスタンスに立った提言であることを
窺わせる。
（2）原則 6 について
　最後に、原則 6は、その中で、減損会計
の適用における企業価値の測定を意識した
ユニット・レベルでのキャッシュ生成に関
する測定に係る原則として提示される。ち
なみに、個々の資産の測定に関しては営業
活動上の資産の測定に係る原則が適用され
ることになる。
　具体的には、キャッシュ生成ユニットの
包含する事業の資産から負債を差し引い
た差額（正味財産）は、当該ユニットの
現在市場価値を超過してはならない。も
し、やむなき事由により当該市場価値が表
現の忠実性を写像することができない場合
にはその代替値を用いるべきであるとする
（CICA,para.119）。
　加えて、減損が認識された場合には、当
該ユニットの資産から負債を差し引いた
差額がキャッシュ生成ユニットの現在価値
（currentvalue）まで評価減をしなければ
ならないとする（CICA,para.120）。
　ここでもあくまで現在市場価値が基準値
であり、その代替値の位置づけは他の原
則と同じく表現の忠実性を写像することが
できない場合という条件付きでの二次的な
役割というものになっている点で、先述の
他の活動区分におけるそれと基本的には首
尾一貫した測定モデルとなっているといえ
る。
７.　「CICA からの提言」の問題点
と課題
（1）首尾一貫した理論としての資質
　「CICA からの提言」は、現行の財務報
告基準やその実務は混合測定属性モデル
であると述べ、その本質は、当該モデルの
中の各測定基礎（measurementbases）が
それぞれ異なる目的をもつ独立したもので
あるという点に注目する。したがって、そ
れは、首尾一貫した包括的理論（coherent
overarchingtheory）に従い合理的な測定
基礎を求める考え方ではないとする。そし
て、本提言は、そのような混合測定属性モ
デルから離脱し、現在市場価値の純粋な理
論的な考え方に基づいて、それを各測定基
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礎の相対的なメリットを比較して、最良か
つ唯一の測定基礎を選択することであると
している（CICA,para.130）。
　しかし、その中で、現在市場価値が忠実
な表現を達成できない可能性があるケー
スにおいて、代替値として同じ属性を有す
る他の測定値を採用する場合、それが首尾
一貫した包括的理論としての測定基礎とい
えるレベルなのかという問いは実証される
必要があり、また、それは、常に制度上実
際に適用されたのちの財務情報の利用結果
としての影響あるいは効果を検証すること
で証明されることになる。すなわち、それ
がフィードバック構造となっているがゆえ
に、初度適用の財務報告が初期不良を起こ
す可能性は否めないし、修正までには一定
のタイムラグが起きる可能性があると考え
られる。
（2）現在市場価値の忠実な表現の実行可能
性の判断
　次に、「CICA からの提言」は、財務報
告が忠実な表現としての信頼を勝ち得るも
のとなる上で、「実行可能性（practicable）」
という用語と、「忠実な表現」の関係性に
は注意を払わなければならないと述べてい
る（CICA,para.133）。
　その時の判断においては、高い不確実性8）
を伴う測定に依存する場合は、表現の忠実
性により補強される目的適合性は相当疑
わしく、当該財務報告は有用ではなく、利
用可能な関連する観察可能な情報がほとん
どあるいはまったくない場合、見積もりは
推測と大差ないものかもしれないという
（CICA,para.A17）。
　そして、実務における「忠実な表現
の 実 行 可 能 性 」（practicableof faithful
representation）に関しては、忠実な表現
に対応できるものであることと、それが現
実にコスト効率（cost-effective）の良いも
のであることという 2つの要件を示してい
る（CICA,para.39）。
　その中で、反証として、必然的に選択さ
れた測定基礎が合理的であることを証明す
ることが求められる、すなわち、IASB の
概念フレームワークにあるような検証可能
性（verifiability）9）の要求である（CICA,
para.40）。
　実際には、財務報告作成主体である企業
自身がそのための客観的経験や十分な能力
をもつこと、そして、そのためのコストを
負担することが実行可能性の前提となる。
その中で、現在市場価値の代替値の適用と
なればその要求度は自然とより高次のもの
となることは容易に想定される。
（3）実行可能性の最終的判断
　表現の忠実性を実行可能とするにおい
ては、十分にしっかりとした強固な会計
基準が必要であり、重要な役割を担うの
は、IASB 概念フレームワークにおける
財務情報の質的特性である、目的適合性
（relevance）と表現の忠実性であるとして
いる（CICA,para.134）。
　具体的には、経済現象（例えば資産）に
関して、最も目的適合的な情報（例えば、
最も目的適合的な測定基礎）を設定し、次
に、その情報が利用可能で、かつ、忠実な
表現を写像することができるかどうか判断
することは、それら 2つの質的特徴を適用
131
営利企業の財務報告のための測定に関するフレームワーク　－CICAからの提言－
する通常の過程において明らかになると述
べている（Ibid.）。
　加えて、そのプロセスの中で留意しなけ
ればならないのは、適切な選択であるかの
判断の連続あるいは積み重ねであるという
こと、そして、その判断の評価指針は、そ
れが合理的判断なのか、事情に精通した
うえでの判断なのか、首尾一貫した判断
となっているのかであり、それはある意味
評価の主観的な判断の連続をどのように
マネジメントするかの問題であるという
（Ibid.）。
　その１つの指針を示す試みとして、
IFRS13 号「 公 正 価 値 測 定（Fairvalue
measurement）」が提示する公正価値のヒ
エラルキー（表 1）がある。そこでは、現
在市場価値をベスト、すなわちレベル 1と
し、その硬度あるいは信頼度、または、有
用性の高さの序列を以下 2から３レベルに
従い順次示す試みがあげられる。
　理論的単一測定属性モデルの想定するす
べての資産・負債に対して、それらが属す
る現実の完全競争市場で現在市場価値が測
定可能であればその情報（特に利益情報）
の信頼性や有用性は高いが 10）、代替値の測
定基礎のレベルが低次になればなるほど、
その出自に関する補足情報の意義は増し、
開示サポートの役割は情報利用者にとり大
きなものとなるといえる。一方で、必然的
に、情報利用者サイドにおける財務情報に
関する知識と経験、分析能力が求められる
ことになる側面もある。
（4）開示によるサポート
　「CICA からの提言」は、現在市場価値
の見積りの代替値に対しては、特に、有効
な不確実性に係る複数の開示情報が要求さ
れるとし、さらに、その数値がどのように
決定されたのか、そして、その数値の確率
分布のサイズや形状に関する情報も求めら
れるとする。とはいえ、財務会計では、測
（表 1）公正価値測定のヒエラルキー
（注）IFRS13,pars.72-90 を参照し、筆者作成
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定の不確実性に関する正確な統計的情報の
提供は期待できないとするその限界につい
ても言及している（CICA,para.125）。
　しかしながら、本提言では、先に 6原則
における資産・負債の測定を支えるための
有用な開示の開発に関して、予備的コメン
トとして、情報利用者の情報利用における
サポートとなるよう、測定対象項目の経営
的意義が経営活動目的なのか、投資目的な
のか、財務目的なのかという点、そして、
見積りがどのような制限やリスクとそのボ
ラティリティー等の測定上の不確実性に影
響を受けたのかという点、また、見積りの
測定モデルや、不動産市場や為替市場を例
にあげ、市場特性の異なる対象項目が属す
る市場に関する情報を開示することで、現
在市場価値の代替値をより有用なものにで
きる点について言及している（Ibid.）。
　それは、属する市場の特性により影響を
受けると思われる測定上の制限や不確実性
の質的相違、適用モデルの違いが現実に存
在する中で、現在市場価値の代替値に係る
情報に関して、利用者によるその利用度あ
るいは有用性をさらに高めるための提言と
して理解できる。
　ただし、どのようなカテゴリーの補足情
報を開示すべきかについては一定の合意を
得ることはできるとしても、その中でより
具体的に何を必要な情報として開示するべ
きなのかについては、ある程度の統一化は
図れるとしても、常に変化する情報の世界
では固定化は難しく、継続的により合目的
な詳細情報となるようその組み換えを行っ
ていくことが不可欠である。積極的かつ自
主的により良い財務報告に向けていくため
の改正ルールの先行適用を基準違反としな
いとするならば、その会計行為自体は性善
説で考えられる。しかし、情報の作成責任
者・提供責任者である企業経営者の財務報
告に対する姿勢や能力により当該情報に質
的な差が生じてしまうことは避けられない
かもしれない。そこに、現在市場価値のベー
スとなる完全競争市場環境の原理と齟齬を
きたす情報の一時的な格差が生まれる可能
性は常に内在していると考えられる。
８．おわりに
　「CICA からの提言」は、以上見てきた
ように、混合測定属性モデルのアプローチ
と同様に、測定に際して、資産・負債を一
定の基準で分類する点で共通性がある。当
該提言では、その分類基準は、具体的には、
付加的な経済価値を作り出すプロセスに着
目した企業活動区分に基づく分類という点
に特徴がある。
　そして、それぞれの活動の資産・負債の
測定に係る 6つの原則の提示というかたち
で選択する測定属性の合理性について言及
し、そのような個別的な検討をしても、や
はり、現在市場価値とその代替値による測
定、すなわち、財務報告における測定にお
いては、単一測定属性モデルを前提とすべ
きであるとする提言であると理解できる。
　ただし、それは、学説的主張ではなく、
制度的実践可能性を、忠実な表現の写像と
いう財務報告の役割を基点として考慮して
検討したものであるという特徴も見て取れ
る。
　そこで、ここでは、図 2にあるように、
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前者を理論的単一測定属性モデルと呼び、
当該提言におけるモデルを制度的単一測定
属性モデルと呼ぶことにする。
　意思決定有用性アプローチを基礎とする
測定に関する概念フレームワークの構築の
ための IFRS と FASB の共同プロジェク
トは、カナダ会計基準審議会（Canadian
AccountingStandardsBoard:AcSB） の
スタッフにより作成された 2005 年公表
の IASB「討議資料」（DiscussionPaper）
「財務会計のための測定基礎‐ 当初認識
における測定（MeasurementBases for
FinancialAccounting-Measurement on
InitialRecognition）」のアプローチをたた
き台としてスタートしている。その同じ課
題探究のストリームの中で、当該カナダ
AcSB による DPと同じ測定モデルを基礎
とする「CICA からの提言」は、IFRS に
おける測定に係る基準設定に対する貢献の
1つとして影響を与えていることからして
も同様の役割を果たしたことを窺い知るこ
とができる。
　測定基礎の選択において、資産・負債の
カテゴリーの中で個別的に合理的な測定基
礎を選択できるその測定構造の論理の特質
からすれば、理論的混合測定属性モデルと
制度的混合属性モデルは、測定モデルの構
築においてより柔軟性があり、相互に比較
的融和性が高い関係性を有するといえる 11）。
　一方、理論的単一測定属性モデル 12）に
おいては、演繹的に唯一絶対の経済的利益
を集約的情報とする点で、現実の市場の多
様性、完全競争市場の部分的不備または不
完全市場の存在などの外部要因から、すべ
ての資産・負債に対して現在市場価値の客
観的な完全測定が不可能である現実が存在
しており、その基本とする論理を完全に制
度上適用することはできない。原則的に、
そのような外部要因を所与とすることが可
能な理論構造を有する混合測定属性モデル
とは異なる。
　したがって、例えば、先述の IFRS13 号
にみられるように測定値のアルゴリズムを
ヒエラルキーとして構成し、原則的な測定
値をレベル 1とし、その硬度は低減するも
のの以下レベル 3までの代替値を設定する
ことは、単一測定属性モデルの指向の制度
実践を果たそうとしている仕組みとみるこ
とができる。
　このような対応は、ある意味現実的であ
るといえるが、利益測定において、実質的
に一部異質な属性の測定基礎が用いられる
可能性がある点で、混合測定属性モデルと
同質の多様な測定属性の集約的な利益情報
を生む可能性がある。その意味で本来の指
向からすると妥協的あるいは道半ばの印象
をもたざるを得ない結果となると批判する
こともできる。
　また、先述のように、「CICAからの提言」
も、それが制度的実践を前提とする会計士
団体であるという立場を考えるとある意味
（注）筆者作成
（図 2）測定モデルの分類と相互関係
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当然といえるものの、代替値の利用を前提
とする考え方であることから、完全競争市
場において成立する純粋な現在市場価値に
基づく理論的単一測定属性モデルを完全に
支持する立場からは同様の批判を受けるこ
とが想定できる。
　とはいえ、資産・負債にレベル 1の現在
市場価値の測定を可能な限り質的に拡大し
ていくという課題を追求する中で同提言に
おける資産・負債を企業活動の種類別にカ
テゴライズするアプローチは 1つの解決策
としては有効のように思われる。
　制度的単一測定属性モデルの探究におい
て根底にある本質的といえる課題は、意
思決定有用性アプローチが会計基準におい
て演繹的な制度設計を基礎とするため、実
践上常にその有用性の実証を伴うことが求
められること、また、その際に対象となっ
た情報利用者のニーズ事態も固定的ではな
い流動的目的適合性にもとづくという点で
財務情報は量的にも質的にも常態的変革を
求められるという運命にあるという点であ
る。
　特に、前者の単一測定属性モデルの適用
により提供される利益情報等の測定結果が
投資意思決定に対して有用なのか否か、ま
た、どれほど有用なのかの検証は、当該測
定モデル自体の理論的合理化という課題と
合わせ、制度的モデル選択においては、混
合測定属性モデルのそれとの比較というス
テージをクリアしなければならない。それ
は、前述のように、目的適合性を質的特性
とする財務報告を取り巻く変動的・可変的
な環境を前提とすると完結させるのが難し
い課題かもしれない。
　一方で、楽観的に考えれば、一見障害に
なると思える要因、すなわち、目的の変化
により固定的ではない、常態として変革を
求められる中で、より適合性を高めていく
環境下にあるという意味では、単一測定属
性モデルにおける主要課題ともいえる、確
率の精度の上昇に基づく不確実性の技術的
低減、リスクマネジメントのシステム開発
等を通じて一歩一歩理想の単一測定属性モ
デルへと昇華さていくことは、最終的には、
財務情報が企業情報の中の１つという存在
あるいは位置づけから、絶対的・集約的な
意思決定指標としての意味をもつ、会計の
命題である「真実の利益」の機能的優位を
確立する道へとつながることになるともい
える。
　その意味で、先で記したように、「CICA
からの提言」における、市場価格理論及び
その証明の開発、確率の理論やリスクマネ
ジメントの進展による理論的現在市場価値
の近似値としての硬度を高めることの必要
性、そして、現在価値の諸原則等について
の含意を得ることを課題であるとする意見
は的を射たものであると評価することがで
きる。
　当該提言の提唱モデルである制度的単一
測定属性モデルは、本質は、理論的単一測
定属性モデルが理想のモデルではあったと
しても現実の市場の状態を前提とすると完
全に履行することは難しい中で制度的実践
可能性要件を充足する工夫を含む目的適合
的な測定モデルとして提案されたものとす
ることができる。
　結局のところ、混合測定属性モデルと合
わせどちらの測定モデルが合理性をもつ
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かは、その質的特性を概念的基礎とする財
務報告の目的設定とそれに対する目的適合
性・実行可能性における優位性の比較によ
り判断することになると考える。
　ただし、結果、いずれの測定モデルを選
択したにせよ、その選択後も、財務報告に
対する利用者ニーズが経済環境等の変化に
伴い、目的適合的に変わることが求められ
る財務報告においては、1つの課題的側面
として、選択されたモデルにおいて「制度
的モデル」を「理論的モデル」へ洗練する
ための課題解決と理論と技術的開発は不断
に続くものという点では共通の道程を歩む
ことになるといえる。
　ただし、本質的に、混合測定属性モデル
においては、個別的に資産・負債の測定
基礎選択の合理性を探究する点に特徴があ
り、単一測定属性モデルにおいては、計算
構造全体として集約された利益数値の首尾
一貫した測定属性の合理化に関する探究と
いう点に特徴があるという点で両者のター
ゲットは異なる。
　よって、「CICA からの提言」の主張す
る測定モデルを選択した場合においては、
純粋かつ完全な原理的現在市場価値の適用
の困難性という当該モデル自体の弱点に根
ざす反論は想定されるものの、換言すれば、
それは、逆説的には、理論的単一測定属性
モデルが完全な形で実践可能な経済環境や
市場条件が整備されない限り、理想と現実
のギャップを埋めるための合理的な解決を
模索する理論的・実践的な探究に終わりは
ない。それは、財務報告の役割を経済的企
業価値を示す投資意思決定情報と設定した
ことによる現代の財務会計が負う宿命的課
題といえる。
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註
1）　そこでは、財務諸表の各項目に対して測定
基礎混合適用アプローチ（mixedapproach）
を採用すること、また、それらの産業、法的
所有形態及びガバナンス構造、あるいは企業
規模に基づいて企業を区別して測定基礎の適
用の多様性を許容することを提言している
（ICAEW［2006］，p.50）なお、ICAEWから
の提言に関しては、拙著（『財務報告におけ
る測定に対する提言－ ICAEW報告書の見解
－』（『産業経理』Vol.76,No.2）において検討
している。
2）　IFRS13 号「公正価値測定」は、公正価値
を「測定時点で、市場参加者間の秩序ある取
引において、資産を売却するために受け取る
であろう価格または負債を移転するために支
払うであろう価格」（IFRS13,par.9）と定義し、
本質的には市場をベースにした測定の単一測
定属性アプローチをとっている。その中で、
活発な市場を前提とする現在市場価値を理想
的な単一の測定概念として位置づけるにおい
ては、制度的実践という現実的な対応として、
測定に際して観察可能な市場取引における同
一資産の相場価格を参照する方法（レベル 1）
以外の方法で測定することも想定しなければ
ならない。よって、公正価値測定のヒエラル
キー（本文・表 1）を設定し、レベル 1を原
則的測定属性とするとともにその他の測定値
をその代替値として位置づけている（IFRS13,
pars.72-90）。
3）　Stanford 大学の MaryE.Barth は、アメ
リ カ 会 計 学 会 会 長（President,American
AccountingAssociation,2013-present）、 国
際会計基準審議会（InternationalAccounting
StandardsBoard:IASB）のボード・メンバー
（2001-2009）などを歴任したアメリカ会計学
会の重鎮である。
4）　Cambridge 大 学 の GeoffreyWhittington
は、IASB の専任アカデミック・アドバイザー
（2001-2006）などを歴任したイギリス会計学
会の重鎮である。
5）　財務報告の目的により与えられた役割を測
定が果せたということは、すなわち、その目
的をその選択された測定が忠実に表現したか
らに他ならないという関係性をもつとし、「忠
実な表現」の要件的特性は以下の 3つとして
いる（IASB[2010],QC12-15）。なお、表現の
忠実性（representational faithfulness）の用
語を用いているが、現在は同様の意味で忠実
な表現（faithfulrepresentation）という表記
になっている。
完全性 描写しようとしている現象を利用
者が理解するのに必要なすべての
情報（すべての必要な記述及び説
明を含む）を含んでいること。
中立性 財務情報が利用者に有利又は不利
に受け取られるような、歪曲、ウェ
イトづけ、強調、軽視、その他の
操作が行われていないこと。
誤謬が
ない
ある現象の記述に誤謬や脱漏がな
く、報告された情報を作成するの
に用いられたプロセスが誤謬なし
に選択され、適用されたこと。
6）　「CICA からの提言」では、現在市場価値
を「利用可能な公開情報を基礎とし、オープ
ンで活発な秩序ある市場における独立した売
り手と買い手の自由意思に基づく競争的関
係により決定された現在交換価格（present
exchangeprice）」と定義している（CICA,
Summary,vii）。
7）　IFRS では、「企業への将来の正味キャッ
シュ・インフローの見通しを評価するのに役
立つ情報」（IASB[2010],OB3）に対する利用
者ニーズを所与としている。
8）　IFRS（「DP」）では、特に、公正価値の測
定における下位のヒエラルキーにおいて避け
て通れない測定の不確実性（measurement
uncertainty）に関して、次のように分類し、
それぞれの不確実性の定義と対処法について
検討している。
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種類 定義 対処法
存在の
不確実性
資産または負
債が存在する
かどうかの不
確実性
資産及び負債の定
義と認識規準によ
るコントロール
結果の
不確実性
キャッシュ・
フローの生起
の不確実性
見積りにおける市
場インプットを基
礎とした確率等に
よるコントロール
　（出所）「DP」,pars.20-21,2.18,2.32,6.113. により作成。
なお、測定に関する不確実性の議論については、拙書
『投資不動産の財務報告』（中央経済社刊、2015、40 －
52 頁参照）
9）　IFRS 概念フレームワークでは、「検証可能
性」を財務情報の質的特性である測定の目的、
目的適合性、忠実な表現の補強的な特性の 1
つとしてる。
10）　Hitz（2007,p.332） に よ れ ば、Hicks や
Fisher、Lindahl のような新古典派の価値や
所得理論にルーツをもつ「持分変動アプロー
チ（equity-changeapproach）」（以下註 12 参
照）の特徴は、企業会計は企業価値を企業自
ら直接的に測定し、それを報告しなければな
らないとする点にあるとする。したがって、
企業価値評価は報告主体である企業に委任さ
れることになる。すなわち、情報利用者側で
の情報利用時の調整あるいは補足は不要な完
全情報として位置づけられている。
11）　例えば、Penman（2007）の測定基礎に
関する「基準選択アプローチ（alternative
basesapproach）」では、単一測定属性モデ
ルに必ずしも拘束されることはないとしてい
る。公正価値のヒエラルキーに対する批判と
して Penman（2007,p.41）は、特に、レベル
３の公正価値測定に関して、実際には、観察
不能なインプットを利用することから、報告
主体自身の仮定を反映することになること、
さらに、レベル 2と 3 の境界をどこに引くか
についての具体的な規定を欠いた原則論のみ
を基準として取り扱うやり方は実践上で混乱
を招くであろうと述べている。
12）　当該測定モデルのターゲットは、利害関
係者の投資意思決定・企業価値評価指向に資
するアウトプットとしての利益概念として何
がふさわしいかという論争であり、完全・完
備市場環境において求められる「経済的利益
（economic income）」概念を会計研究者等会
計専門家が主体的に発見することであった。
その代表的見解が、Hicks 派経済理論の影響
を受けたAlexander（1962,p.131）の持分変
動アプローチである。
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